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１　募集の趣旨 

下関市では待機児童の解消を図るため、「For Kids プラン 2025（下関市子ども・子育て支

援事業計画、下関市次世代育成支援行動計画、下関市ひとり親家庭等自立促進計画、下関市こど

もの貧困対策推進計画，下関市こども・若者計画）に基づき、今回、３歳未満児の保育定員の不

足が最も多い「川中・勝山区域」において、地域型保育事業所を設置、運営する事業者（以下

「地域型保育事業者」という。）を募集します。 

 

２　募集する事業類型 

「下関市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例」（以下「設置基準」と

いう。）に規定のある利用定員 19 人以下で、以下の２類型のうちいずれか１つとします。 

　(1)小規模保育事業Ａ型 

　(2)小規模型事業所内保育事業（主な職員配置、設備等の基準は小規模保育事業Ａ型と同様。

地域枠数は利用定員に応じ、設置基準第 43 条の表に定めるその他の乳児又は幼児の数以

上。） 

 

３　募集する事業者数等の概要 

(1)事業者数 

　　１事業者（１事業類型） 

(2)区域 

　　川中・勝山区域（川中支所及び勝山支所管内） 

(3)開所日及び休所日 

ア　開所日　月曜日から土曜日 

イ　休所日　日曜日、祝日又は祝日の振替休日、１２月２９日～１月３日 

(4)対象児童　０歳児から２歳児までの保育を必要とする乳幼児 

(5)保育の提供　保育所保育指針（平成２９年厚生労働省告示第１１７号）に準じること。 

(6)開設時期　令和９年４月 

 

４　本公募に応募できる事業者 

以下の全てを満たしている事業者とします。 

(1)児童福祉法第３４条の１５第３項第４号に規定する事項のいずれにも該当しないこと。 

(2)次に掲げる手続開始の申立てがなされていない者であること。 

　ア　破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条又は第 19 条の規定による破産手続開始の 

申立て 

　イ　会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第１７条の規定による更生手続開始の申立て 
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ウ　民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定による再生手続開始の申立て 

(3)下関市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団　

密接関係者に該当する者でないこと。 

(4)本店及び支店が所在する市町村の市税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない

こと。 

(5)経営担当役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずるものをいう 。）

が社会的信望を有していること。 

 

５　運営・設置に関する基準 

地域型保育事業の運営・設置に関しては、以下に記載する事項のほか、設置基準に定められた

全ての基準を満たす必要があります。 

(1)運営の基準 

ア　保育の対象は、従業員枠も含め３歳児未満の子どもとすること。また、０歳児、１歳児 

及び２歳児の定員は、持ち上がり可能な定員設定とすること。（０歳児≦１歳児≦２歳 

児） 

イ　「１　募集の趣旨」の事情に鑑み、当分の間、保育の対象は、下関市内に居住し、保育 

認定を受けた子どもとすること。 

ウ　事業の実施に当たっては、原則として設置基準第７条第１項に規定する連携施設を確保 

すること。 

エ　保育時間は、１日につき１１時間を原則とし、乳幼児の保護者の労働時間その他家庭の 

状況等を考慮して、地域型保育事業者が定めるものとする。 

オ　運営費は、定員区分や認定区分等による基本額と、職員配置や運営内容等による加算額 

　により算出した費用の額（公定価格）から、利用者負担額（保育料）を控除した額を地域 

型保育給付として給付する。 

カ　小規模型事業所内保育事業については、下記 a から c を遵守すること。 

a 保育の定員枠は、従業員の子どもの定員枠（以下「従業員枠」という。）のほか、従業

員以外の子どもの定員枠（以下「地域枠」という。）を設けること。なお、地域枠数は

利用定員に応じ、設置基準第 43 条の表に定めるその他の乳児又は幼児の数以上とする

こと。 

b 従業員枠の子どもについては、５(1)イに記載する事項にかかわらず、下関市外に居住

する場合も利用できるが、居住する市町村において保育認定を受けること。 

c 利用者負担額について、地域枠の子どもにおいては下関市が定めた利用者負担額を、ま

た、従業員枠の子どもにおいてはそれぞれ居住する市町村が定めた利用者負担額を地域
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型保育事業者が徴取し、運営費に充てること。なお、従業員枠の子どもの利用者負担額

については、地域型保育事業者の負担において減額することも可とする。 

(2) 主な職員配置、設備等の基準 

 

 

６　入所調整について 

保育が必要な子どもの施設・事業所の利用は、市町村が調整を行うこととなっているため、下

関市が教育・保育給付認定申請と同時に利用の申込を受け付け、入所調整を行い、保護者に通知

します。そのため、地域型保育事業者が独自に利用者を選考・入所させることはできません。 

（小規模型事業所内保育事業における従業員枠を除く。） 

 

小規模保育事業A型 小規模型事業所内保育事業

嘱託医

調理員

乳児室又は
ほふく室

保育室又は
遊戯室

屋外遊技場

調理設備

便所

建物建築基準、
階段等

食事の提供方法

連携施設

(1)乳児（０歳児）　おおむね３人につき保育士１人
(2)満１歳以上満３歳に満たない幼児（１・２歳児）　おおむね６人につき保育士１人
(3)(1)及び(2)に加えて保育士１人を追加で配置。 (設置基準附則7～10に特例あり）

(ア)保健師、看護師又は准看護師を１人に限り保育士とみなすことができる。
(イ)(ア)とは別に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員又は障害児の療育に関
　する知識及び経験を有する者であって、障害児の療育の指導を行う業務に5年以上従事した経
　験を有する者のいずれかに該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者を１人に限
　り保育士とみなすことができる。

配置必要

配置必要
（調理業務の全部を委託する場合又は連携施設等から搬入する場合は置かないことができる。）

０･１歳児１につき３．３㎡以上
※保育に必要な用具を備えること。

２歳児１人につき１．９８㎡以上
※保育に必要な用具を備えること。

２歳児１人につき３．３㎡以上
※自園内に設置できない場合、付近の代替地可

設置する
※設置基準第１７条に規定する特例あり。

設置する

乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室を２階以上に設ける建物にあっては、設置基準第２９条第
７号及び第４９条の規定を遵守すること。

食事を提供することとし、自園調理を原則とする。
ただし、調理業務の委託、連携施設等からの搬入は可能。

設定する  （設置基準附則4に経過措置あり）

保育士
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７　応募手続き 

(1)受付期間 

令和８年７月２１日（火）から９月１日（火）まで（土・日・祝日等市役所閉庁日を除

く。）。 

(2)受付時間 

午前９時００分から午後４時３０分まで。 

(3)受付方法 

提出書類（巻末の「提出書類一覧」をご持参ください。送付等による受付は行いません。） 

(4)質問事項の受付 

令和８年７月２１日（火）から８月２５日（火）まで。 

Ｅメールにて質問を受け付けます。電話、ＦＡＸ又は来訪での質問は受け付けません。Ｅ

メールのタイトルは「地域型保育事業募集 質問事項」としてください。また、審査及び選

考に関する内容や他の応募者に関する問い合わせには一切お答えできません。 

(5)提出先又は問い合わせ先 

下関市役所 こども未来部幼児保育課 管理係（担当：栃原、山下） 

下関市南部町１番１号 

TEL　083-231-1722（直通） 

Ｅ-mail  hfkodomo@city.shimonoseki.yamaguchi.jp 

 

8　提出部数 

８部（正本１部、副本７部） 

 

9  応募に当たっての留意点 

(1)受付期間を過ぎたものは一切受け付けません。 

(2)受付期間内の書類の差替は可能ですが、受付期間終了後の書類の差替はできません。 

(3)提出された書類は返却しません。 

(4)応募のために生じる一切の費用については、応募者の負担となります。 

(5)応募提案については、選定終了後など必要に応じ、その内容を公表する場合があります。 

ただし、応募者の正当な利益を害するものについては、非公開とします。 

(6)提出書類について下関市情報公開条例等関連規定に基づいて、公開することがあります。 
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10　候補者の選定 

(1)審査について 

ア　下関市地域型保育事業者選定委員会による審査会にて行います。 

イ　審査会では、事業者による説明・提案及びヒアリングによって審査を行います。 

(2)審査会の日程について 

令和８年１０月上旬に実施予定です。日時、会場が決まり次第、応募事業者にお知らせし

ます。 

(3)説明・提案及びヒアリングについて 

事業主の代表者（又は責任者）及び事業所の施設長（管理者）予定者の出席が必要です。

なお、出席人数は４人以内とします。 

(4)選定結果 

選定結果は、候補者の選定後に説明・提案及びヒアリングに参加した全ての応募事業者に 

文書により通知します。 

また、当該通知を発送した日の翌日以降に、次の項目を本市のホームページに公表しま 

す。 

ア　所管課及び業務名 

イ　企画提案者数 

ウ　候補者の名称及び総合点 

 



7 

11  主な審査項目 

 

 審査の視点 評価項目・内容

 事業者に関すること ・事業者の役員構成又は法人事業部等の組織体制 

・代表者、事業責任者　　　・事業実績 

・経営状況の健全性（財務基盤、財政状況） 

・法令遵守の徹底　等

 施設整備に関すること ・施設整備に係る資金、収支計画 

・地域住民への説明状況 

・利便性と近隣への配慮を意識した事業予定地 

・認可基準等の適合状況　等

 運営に関すること ・施設運営に係る収支予算計画 

・保育所運営方針、運営計画 

・保育士等の職員確保、職員定着のための対応 

・施設長予定者・職員予定者 

・保育課程（教育・保育に関する全体的な計画） 

・連携施設　・給食　　・開所時間や休園日の対応 

・保健、安全管理の対応 

・苦情処理体制の対応 

・個人情報の保護の対応 

・災害への備え　等
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12  その他留意事項 

  (1)施設整備に係る費用の補助は行いませんので、施設整備を行う候補者の自主財源により整

備をしてください。 

(2)候補者は、改めて認可申請を行っていただきます。 

(3)候補者は、認可申請時までに、法人格を有すること（政治的な目的のために結成された法

人、暴力団経営支配法人等を除く。また、複数の企業による共同の設置も可能ですが、その

場合、認可を受ける企業を 1 つに特定し、従業員枠の配分・利用方法及び運営コストの負

担等について取り決めを行い、これらについて協定書等の形で書面で締結していること。）

とします。 

(4)認可申請に伴う審査に当たっては、設置基準、家庭的保育事業等の認可等について(平成

26 年 12 月 12 日、雇児発第 1212 第 6 号)、不動産の貸与を受けて保育所を設置する場

合の要件緩和について(平成 16 年 05 月 24 日、雇児発第 0524002 号、社援発第

0524008 号)等の関係法令及び通知に定められた基準によって審査しますので、あらかじ

めご了知ください。 

(5)候補者の選定において、現在運営している施設等の視察を依頼する場合があります。 

(6)必要に応じ、関係機関（官公庁・金融機関等）へ問い合わせを行うことがありますのでご

承知ください。 

(7)審査に関する不当な要求等を申し入れた場合、その他不正な行為があった場合は、本事業

の対象から除外します。 

(8)候補者選定後の事業計画の変更は原則として認めませんが、サービスの向上につながるも

のや施設の実施設計に伴う軽微な変更等やむを得ないもので、審査の評価に影響を与えない

もののみ、本市と協議のうえ認める場合があります。 

(9)開設しようとする地域型保育事業所の施設名称が、市内の既存施設と混同するような名称

であると本市が判断した場合、名称を変更していただく可能性があります。 

 

13  候補者決定までのスケジュール（予定） 

 

 内 容 日 程

 応募受付 令和８年７月２１日（火）から９月１日（火）まで

 質問事項受付 令和８年７月２１日（火）から８月２５日（火）まで

 審査会 令和８年１０月上旬

 候補者決定 令和８年１０月中旬



9 

提出書類一覧 

 

 
NO 提出書類 様式 備　考

 
１

地域型保育事業所運営事業者応募

申請書
様式１号

 
２ 事業者運営状況 様式２号

 
３ 法人役員等名簿 様式３号 委託先がある場合は事業主と併せて提出。

 
４

法人代表者及び事業責任者の履歴

書
様式４号

法人代表者及び今回の事業計画に当たっての責

任者（責任者が代表者の場合は不要）の履歴書。

委託先がある場合は事業主と併せて両方提出。

 
５ 組織図等 任意 委託先がある場合は事業主と併せて提出。

 

６ 財務状況が分かる書類 任意

＜社会福祉法人＞現況報告書及び財務諸表 
＜学校法人＞事業報告書及び財務諸表 
＜その他＞財務諸表（貸借対照表、損益計算書、

キャッシュフロー、財産目録） 
　※上記いずれも直近３年分

 
７ 事業実施計画書 様式５号

 
８ 民間施設との連携確約書 様式６号

 
９ 保育の計画 様式７号

 

10 保育の内容に関する添付書類 任意

様式第７号の添付書類として、保育に関する全体

計画、年間指導計画、年間研修計画等、保育の内

容に関する書類、その他保育内容に関して、アピ

ールできる書類があれば提出してください。

 
11 施設長予定者の履歴書 様式８号

施設長予定者が保育士資格を有しない場合、保育

責任者についても提出してください。

 
12 職員配置計画書 様式９号 定員での入所を想定した場合

 
13 就業規則、給与規程 任意 設置予定の保育施設等の案

 
14 資金計画収支予算書 様式 10 号

 
15 保育施設等整備計画書 様式 11 号

 
16 施設平面図及び位置図 任意

設計業者によるものとし、各部屋の面積、用途、

扉、窓、設備等が記載されたもの。 
【様式 11】下部の注意書きを参照。

 
17 既存施設のパンフレット 任意

他に運営している保育施設があり、運営内容を紹

介するパンフレット等がある場合は添付してく

ださい。


